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研究成果の概要（和文）： 父親の育児に関連するコンピテンシーを明らかにし、育児支援プログラムを検討す
ることを目的とした。「自己効力感」、「ストレス対処能力」、「精神的回復力」に着目し、関連要因との検討
を行った結果、これらの概念が、子育てに関する職場環境や子育ての困難感と関連することが明らかとなった。
また、第1子を妊娠している妊婦と配偶者を対象に育児支援に着目したプログラムを実施した。配偶者が出産後
に実施した調査結果では、育児プログラムに参加した群に、父親の育児困難感を軽減する可能性が示唆された。
また、「ストレス対処能力」に関連する概念が、父親の子育てにとって鍵となる概念であることが明らかとなっ
た。

研究成果の概要（英文）：The present study aimed to investigate a parenting support program by 
elucidating the factors related to the father’s parenting competency. With focus on “
self-efficacy,” “stress coping ability,” and “mental resilience,” we investigated the related 
factors, and found that these concepts were associated with their work environment related to 
parenting and their sense of difficulty in parenting. In addition, we implemented the program 
focusing on parenting support for pregnant women with their first child and their spouses. The 
results of the survey conducted on the spouses after delivery suggested that sense of difficulty in 
parenting may be lowered in the group of fathers who participated in the parenting program. 
Furthermore, the survey revealed that the concepts related to “stress coping ability” appeared to 
be a key concept in parenting for fathers.

研究分野： 地域看護学

キーワード： 父親　ストレス対処能力　自己効力感　精神的回復力

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 妊娠・出産・子育て期の家族は発達段階の移行期であるため、容易に危機的状況に陥りやすい。家族が本来持
っているセルフケア機能を引き出すとともに、家族の発達課題を促す支援が必要である。本研究では、「ストレ
ス対処能力」に関連する概念が、父親の子育てにとって鍵となる概念であることが明らかとなった。
 家族発達段階の移行期における父親の対処能力に関するエビデンスや、具体的な方略については、母親を対象
にしたものに比べて脆弱である。コンピテンシーを強化する支援ツールを活用した育児支援プログラムは、子育
て期の家族の健康悪化を防ぎQOLの維持を向上する健康管理をめざすことが期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
核家族で子育てする世帯が圧倒的に増加した近年では、「イクメン」などの言葉に代表される

ように、パートナーの協力が強く求められるようになってきたが、平成 27 年の男性の育児休業
取得率は 2.3%となっており、男性のワークライフバランスが課題となっている。妊娠・出産・
子育て期は家族役割の変化に柔軟に対応し、家族の発達課題を達成することが求められている
ものの、父親を対象とした育児支援プログラムは確立されていない。また、母親の子ども虐待の
ハイリスク要因として、望まない妊娠や若年妊婦、妊婦健診未受診など、特定妊婦の支援の重要
性などが示されているものの、父親の子ども虐待予防に関連する要因の検証やハイリスク要因
に関する報告はきわめて少ない。子どもが泣き止まないことで起こる乳幼児揺さぶられ症候群
による死亡事例は、加害者が父親である事例が多く、厚生労働省は母子健康手帳や啓発用 DVD に
よる予防啓発に取り組んでいるが、減少する傾向はみられていない。 
妊娠・出産・子育て期の家族は発達段階の移行期であるため、容易に危機的状況に陥りやすい。

そのため、子ども虐待など、家族の子育てに対する不適応から生じる課題は確実に増え続けてい
る。家族が本来持っているセルフケア機能を引き出すとともに、家族の発達課題を促す支援が必
要である。家族ストレス対処理論における、家族適応の二重 ABCX モデル（McCubbin,H.I.1993）
では、「ストレス源とそれに対する認知」、「既存および新規資源」が影響し合いつつ、危機状態
への対処をしている構造を明らかにしており、認知と資源活用が家族適応に重要な要素である
ことを示している。家族ストレス対処理論により父親のコンピテンシーの概念構造を解明し、コ
ンピテンシーを強化する支援ツールを活用した育児支援プログラムを開発することで、子育て
期の家族の健康悪化を防ぎ QOL の維持を向上する健康管理をめざすことが期待できる。 
 
２．研究の目的 
家族発達段階の移行期における父親の対処能力に関するエビデンスや、具体的な方略につい

ては、母親を対象にしたものに比べて十分とは言えない状況にある。そこで、本研究では父親の
コンピテンシーを「自己効力感」、「ストレス対処能力」、「精神的回復力」に着目し、父親のコン
ピテンシー強化の支援ツールを活用した育児支援プログラムを開発することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)対象者は４か月までの乳児をもつ父親とした。本研究は研究代表者が所属する機関の倫理委
員会の承認を得て実施した。 
(2)調査フィールドの保健師と調査項目の検討を行い、平成 29 年 10 月から令和 2年 3月まで調
査と育児支援プログラムを実施した。 
(3)調査内容・実施方法 
①調査内容 
・基本属性：年齢、職業、パートナーの職業の有無、子どもの数、家族構成、子どもを持つ以前   
の育児経験の有無、育児に関する教育の受講の有無、育児休業の取得の有無、独居経験の有無、 
子育ての困難感の有無とした。 

・子育てに関するサポートや職場環境：子育てに理解のある職場環境である、職場の上司や同僚 
に子育ての話ができる、子どものことを気軽に話せる人がいる、育児や家事に積極的に参加し 
ている、パートナーの話をよく聞く。これらの項目についてはい・いいえで回答を得た。 

・自己効力感：坂野らの開発した一般性自己効力感尺度 16 項目（3因子、得点範囲 0-16）を用
いた。得点が高いほど、自己効力感が高いと判断される。 

・ストレス対処能力：山崎らによって翻訳された首尾一貫感覚 29 項目（3因子、得点範囲 29- 
203）を用いた。得点が高いほど首尾一貫感覚の能力が高いと判定される。 

・精神的回復力：小塩らの精神的回復力尺度 21項目（3因子、得点範囲 21-105）を用いた。 
 得点が高いほど精神的回復力が高いと判断される。 
②実施方法 
(4)分析方法 
 質問紙調査によって得られた内容から、父親のコンピテンシーの概念となる項目と関連要因
について検討した。さらに、尺度間の関連性について検討した。育児支援プログラムを実施し、
父親のコンピテンシーとなる概念を用いて評価を行った。 
 
４．研究成果 
(1)700 名を対象に調査を実施し、335 名（回収率 47.9%）のうち、記載漏れのない 330 名を分析
対象とした。父親の平均年齢は、33.9±5.6 歳（19-54）であった。育児休業を取得した者は 35
名（10.5％）であった。調査対象者の属性を表１に示した。パートナーが有職である者は、169
名（51.2％）であり、約半数が共働きで子育てをしている現状が明らかとなった。核家族は、312
名（94.5％）であり、夫婦が主となり子育てしている現状であることが推察された。子どもを持
つ以前に育児経験があるものは 39名（11.8％）であり、父親の 9割は自分の子どもが初めての
子育て経験となる現状が明らかとなった。 
次にコンピテンシーとなる概念と関連項目とのｔ検討を行った（表２）。自己効力感の平均値

は、9.8±3.7（0-16）であった。自己効力感と関連要因との検討では、「子育てに理解がある職



場である」、「職場の上司や同僚に子どもの話がで
きる」、「パートナーの話をよく聞く」に「はい」
と回答した群は、自己効力感が高く、「子育てに
困難を感じている」に「はい」と回答した群は、
自己効力感が低かった。ストレス対処能力の平均
値は、134.2±20.7（35-186）であった。ストレ
ス対処能力と関連要因との検討では、「子育てに
理解がある職場である」、「職場の上司や同僚に子
どもの話ができる」、「子どものことを気軽に話せ
る人がいる」、「パートナーの話をよく聞く」に「は
い」と回答した群は、ストレス対処能力が高く、
「子育てに困難を感じている」に「はい」と回答
した群は、ストレス対処能力が低かった。精神的
回復力の平均値は、77.3±12.0（35-105）であっ
た。精神的回復力と関連要因との検討では、「独
居経験がある」、「子育てに理解がある職場であ
る」、「職場の上司や同僚に子どもの話ができる」、
「パートナーの話をよく聞く」に「はい」と回答
した群は、精神的回復力が高く、「子育てに困難
を感じている」に「はい」と回答した群は、精神
的回復力が低かった。母親を対象とした、自己効
力感に関連する要因の検討において、ソーシャル
サポートの有無との間に関連が見られていたが、
父親においても、子どものことを気軽に話せる人
や環境が重要であることが確認できた。父親においても、周囲からのサポートが子育ての自信に
つながると考えられた。ストレス対処能力については、子育てに困難を感じている父親は、困難
を感じていない父親に比べストレス対処能力が低かった。父親に子育てに対する気持ちを確認
し子育てについてだけでなく、職場環境などについても具体的なニーズを把握し、家族支援につ
ながる支援をしていくことは重要と考えられた。精神的回復力については、個人的要因の他にも
ソーシャルサポートなどの環境的要因も関連することが明らかとなっており、育児期において
は母親のみならず父親においてもメンタルヘルスへの支援は重要であるが、職場における子育
ての理解など職場環境の状況が鍵となることが確認できた。 
 

 

表１　　調査対象者の属性 ｎ=330(%)
項目
職業
　会社員 249(75.5)
　公務員 45(13.6)
　自営業 29(8.8)
　その他 7(2.1)
パートナーの職業
　あり 169(51.2)
　なし 161(48.8)
子どもの数
　1人 172(52.1)
　2人 108(32.7)
　3人 43(13.0)
　4人 7(2.1)
家族構成
　核家族 312(94.5)
　祖父母同居 18(5.5)
子どもを持つ前の育児経験
　あり 39(11.8)
　なし 291(88.2)
独居経験
　あり 244(73.9)
　なし 86(26.1)

 

表2　　コンピテンシーとなる概念と関連要因との検討

Ｍ ＳＤ p値 Ｍ ＳＤ p値 Ｍ ＳＤ p値
家族構成
　核家族 312 9.8 3.7 134.4 20.6 77.5 11.9
　祖父母同居 18 9.5 4.2 130.4 21.8 74.0 13.9
子どもを持つ以前の育児経験
　あり 39 10.0 3.4 131.1 24.5 79.3 14.8
　なし 291 9.7 3.7 134.6 20.1 77.0 11.6
独居経験
　あり 244 10.0 3.5 134.5 20.9 78.1 12.1
　なし 86 9.1 4.0 133.2 20.1 75.0 11.4
子どもの数
　1人 172 9.7 3.8 134.7 21.2 78.0 12.0
　2人以上 158 9.8 3.5 133.6 20.1 76.5 12.0
子育てに理解がある職場環境
　はい 258 10.1 3.5 135.6 21.0 78.1 11.7
　いいえ 72 8.6 4.0 129.1 22.3 74.3 12.9
職場で子育ての話ができる
　はい 305 10.0 3.6 134.8 20.0 77.7 11.9
　いいえ 25 7.6 402 126.0 26.7 71.5 12.8
子どものことを気軽に話せる人がいる
　はい 311 9.8 3.6 134.8 20.0 77.5 11.7
　いいえ 19 8.8 4.5 124.4 28.5 73.3 15.8
子育てに困難を感じている
　はい 69 8.9 4.2 127.1 23.5 74.7 14.1
　いいえ・どちらでも 261 10.0 3.5 136.0 19.5 78.0 11.3
積極的に育児に参加している
　はい 243 9.9 3.7 134.6 21.0 77.9 11.9
　いいえ・どちらでも 87 9.4 3.6 133.0 19.8 75.5 12.2
積極的に家事に参加している
　はい 234 9.9 3.6 134.0 21.0 77.8 11.9
　いいえ・どちらでも 96 9.4 4.0 134.7 20.1 75.9 12.3
パートナーの話をよく聞く
　はい 238 10.2 3.5 136.3 18.2 78.9 11.5
　いいえ・どちらでも 92 8.5 3.8 128.5 25.2 73.1 12.3
ｔ検定　
*　p<.05    ** p<.01    *** p<.001

* ** *

*

*** ** ***

** * *

** * *

ｎ
自己効力感 ストレス対処能力 精神的回復力

項目

*



(2)コンピテンシーの概念となる各尺度間の相関を確認した（表３）。「自己効力感」の下位尺度
である、「行動の積極性」、「失敗に対する不安」、「能力の社会的位置づけ」、「精神的回復力」の
下位尺度である「新奇性追求」、「感情調整」、「肯定的な未来志向」、「首尾一貫感覚」の下位尺度
である「把握可能感」、「処理可能感」、「有意味感」についても相関関係を確認した。いずれも、
正の相関が認められた。各尺度の要因間の因果関係を共分散構造分析により解析した結果を図
１に示した。想定した因果モデル全体へのデータの適合度に関しては、GFI＝0.81、AGFI＝0.64、
CFI=0.78、RMSEA＝0.18 であった。構成概念と観測変数は適切に対応しているとは判断できなか
った。 
 

 

 
(3) 第 1 子を妊娠している妊婦と配偶者を対象に育児支援プログラムを実施した。育児支援プ
ログラムは、2日間に分けて実施し、1回 3時間の内容で構成されている。家族を中心とした出
産・育児についての講話、妊婦体験や沐浴の実技、産後うつと乳幼児揺さぶられ症候群について
の講話、出産後の育児支援サービスと利用について、講話、実技、グループワークによりすすめ
た。 

 

自己効力感
合計

行動の積極
性

失敗に対す
る不安

能力の社会的
位置づけ

精神的回復
力合計

新奇性追求 感情調整 肯定的な未
来志向

首尾一貫合
計

把握可能感 処理可能感

自己効力感合計

行動の積極性 .873**

失敗に対する不安 .751** .500**

能力の社会的位置づけ .585** .332** .139*

精神的回復力合計 .581** .538** .401** .336**

新奇性追求 .501** .559** .208** .312** .775**

感情調整 .393** .291** .396** .185** .815** .360**

肯定的な未来志向 .513** .468** .333** .334** .774** .517** .447**

首尾一貫合計 .570** .471** .524** .257** .676** .444** .593** .562**

把握可能感 .500** .381** .526** .192** .472** .234** .543** .285** .836**

処理可能感 .491** .416** .476** .173** .597** .408** .527** .469** .913** .689**

有意味感 .465** .407** .331** .292** .666** .502** .441** .695** .807** .426** .652**

 ** p<.01   

表３　コンピテンシーの概念となる各尺度の相関係数

新奇性追求 肯定的な未来志向

能力の社会的位置づけ

失敗に対する不安

行動の積極性

把握可能感 有意味感処理可能感

感情調整

自己効力感

首尾一貫感覚

精神的回復力

0.65 0.730.63

0.85

0.71 0.87 0.76

0.84

0.71
0.40

0.78

0.63

図１ 自己効力感、首尾一貫感覚、精神的回復力の要因間の因果関係

カイ2乗値=299.98
P=0.00  DF=24.00
GFI=0.81
AGFI=0.64
NFI=0.77
CFI=0.78
RMSEA=0.18



出産後 2 か月までに質問紙調査を実施した。調査内容は、属性、育児困難感、育児・家事への参
加、自己効力感、ストレス対処能力、精神的回復力とした。育児支援プログラムに参加できなか
った配偶者を対象に同様の調査を実施し、参加群と非参加群に分類し、育児困難感、育児・家事
への参加についてはχ2 検定、自己効力感、ストレス対処能力、精神的回復力についてはｔ検定
により検討した。参加群（40 名）・非参加群（117 名）の年齢は各々34.3±6.3 歳、32.3±5.1 歳
で、全員が核家族であった。パートナーの有職者数は、参加群・非参加群は各々19 名（47.5％）、
71 名（60.7％）であった。参加群と非参加群で、育児困難感、育児・家事への参加についてχ2

検定を行った結果、「育児に困難を感じている」（χ2=4.298,df=1,p＜.05）、「育児に積極的に参
加している」（χ2=5.909,df=1,p＜.05）であり、参加群は非参加群より育児に困難を感じていな
い、育児に積極的に参加している人が多いと解釈できた。参加群と非参加群で、自己効力感、ス
トレス対処能力についてｔ検定を行った結果、ストレス対処能力のみ参加群に高い結果となっ
た（t(155)=2.72, p＜.01）。育児支援プログラムは、育児についての準備教育であるため、
参加者はストレス対処能力が高く育児に積極的である可能性が考えられる。一方、育児に困
難を感じているのは、非参加群に多く、出産後の支援の必要性が示された。父親の育児にか
かるコンピテンシーとして、ストレス対処能力が鍵となる可能性が示唆された。今後は、ス
トレス対処能力の具体的概念を明らかにし、それを高めるプログラムの開発し、育児困難感
を軽減する方策を検討することが課題を考えられた。 
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